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支配株主との相互資金の貸付に関するお知らせ 
 

当社は本日開催の取締役会の決議により、下記のとおり当社の親会社であり支配株主でもある株式会

社ＧＡ ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ（以下「GA」という。）との間で相互の資金の貸付（以下「本取

引」という。）を行うことを決議しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本取引の経緯及び理由 

当社は、2024 年 10 月末現在で約４億 6 千万円の手元資金を有しており、余資の有効活用に

ついて検討を進めてまいりました。今般、親会社である GA のグループ（以下「GA グループ」という。）

での資金の有効活用を検討した結果、当社の資金を GA グループにて運用するキャッシュマネジメントシ

ステムにおいて活用することにつき合意し、貸付金額、期間、金利につき協議・交渉の結果、本取引を

行うことといたしました。 

 

2. 本取引の内容 

【当社を貸付人とするもの】 

(1) 貸付先  株式会社ＧＡｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 

(2) 貸付金額 4 億円を限度額とする貸付契約 

(3) 貸付期間 初回実行日未定（2024 年 11 月 15 日以降）から最長５年間 

(4) 貸付金利 年 2.5％ 固定金利  

貸付限度額につきましては、当社のキャッシュフローの予測をもとに、事業運営に必要な資金を勘案し

て決定しております。 

 

【GA を貸付人とするもの】 

(1) 貸付先  当社 

(2) 貸付金額 １億円を限度額とする貸付契約 

(3) 貸付期間 初回実行日未定（2024 年 11 月 15 日以降）から最長５年間 

(4) 貸付金利 年 2.5％ 固定金利 
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3. 支配株主との取引等に関する事項 

① 支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況 

本取引は、GA が当社の支配株主に当たることから、当社にとって支配株主との取引等に該当

しております。 

当社が、2024 年 11 月 15 日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株

主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は、以下のとおりです。 

「支配株主との取引を行う場合は、一般の取引条件と同様の条件によるものとし、当社及び少

数株主の利益を害することがないように適切に対応いたします。なお、当社は、支配株主からの

独立性を有する独立役員で社外取締役の監査等委員３名で構成される監査等委員会にお

いて、支配株主を含めた全ての取締役との利益が相反する重要な取引・行為について審議・検

討をおこなっております。」 

また、当該取引にあたっては、法令、社内規定に基づき、取引条件が一般的な取引と同等で

あること等を確認の上、実施の可否を決定し、かつ、重要な取引については取締役会による承

認を要することとしており、少数株主の利益を害することがないように努めております。当社は、本

取引について、GAからの経営の独立性の確保に努めており、さらに下記②及び③に記載のとお

り、その公正性を担保し、利益相反を回避するための措置を講じた上で、本取引に係る決定を

行っております。 

 

② 公正性を担保するための措置及び利益相反回避措置 

当社は、本取引の公正性を担保するための措置として、貸付利率等の取引条件は、当社の経

営環境下で財務基盤の安定化に必要な資金の有効活用を行うべく、金融機関等の第三者の

取引と比べ合理的な条件であることを交渉、確認の上決定しております。 

また、下記③に記載のとおり、当社及びGAから独立した社外取締役（独立役員）の監査等

委員３名連名の本取引に関する意見を取得しております。また、本取引に関する取締役会決

議は全会一致で可決されました。 

 

③ 当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係

のない者から入手した意見の概要 

当該決定に際して、支配株主と利害関係のない社外取締役（独立役員）で監査等委員の

取締役伊藤修一氏、齊藤悟志氏、及び呉田将史氏より、本件は金銭の貸付であることから、

①当社のおかれた環境を考慮し、資金の有効活用のため手元資金を貸し付けることに不合理

な点はなく、GAとの本取引の貸付条件は一般的な同類の取引と比較しても大きな乖離がなく

合理性があり、企業価値を棄損することはないと考えられること、②本取引に関する貸付期間、

貸付金利の条件が両社同条件で公平性が担保されていること、③公正性を担保するための措

置及び利益相反を回避するための措置も図っていることから、当社における本取引の決定が、

当社の少数株主にとって不利益なものではないと考えられ、その他にかかる判断に抵触する特

段の事情は認められない旨の意見（2024年11月15日付）を頂戴しております。 

  

4. 業績に与える影響 

本取引による当期（2025 年２月期）の業績への影響については、軽微であると見込んでおります。

来期（2026 年２月期）以降の業績に与える影響につきましては、精査した上、適時適切に開示し

てまいります。 

以上 


